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重要子会社の合併に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、平成26年4月1日（予定）をもって、当社連結子会社で

ある株式会社マルハニチロ水産、株式会社マルハニチロ食品、株式会社マルハニチロ畜産、  

株式会社マルハニチロマネジメント、及び株式会社アクリフーズを合併する決議をいたしましたの

で、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．合併の目的 

当マルハニチログループは、平成19年10月1日の株式会社マルハグループ本社と株式会社

ニチロの経営統合以降、新たなグループ理念とグループビジョンのもとで、「統合効果の追求」

「優良な食材の安定供給」「世界市場への挑戦」「ＣＳＲ経営の徹底」等に取り組んで       

まいりました。 

ま た 、 平 成 23 年 に 策 定 し ま し た 現 中 期 三 ヵ 年 経 営 計 画 「 ダ ブ ル ウ ェ ー ブ ネ ク ス ト

（2011-2013）」においては、こうした基本戦略を引き続き発展させ、持続可能でバランスの  

取れた事業構造の確立など、将来への布石作りを行なうこととしております。 

この度、統合の仕上げとして、当グループの中核事業会社である上記五社の合併を実施  

いたします。当グループは、この合併会社を中核として、グループの経営資源を戦略的に活用

できる仕組みを構築し、その仕組みを通じて現状の事業の枠組みを超えた新たな展開を促進 

していくことにより、グループ全体の総合力の更なる強化を目指します。合わせて、合併会社の

「資本の充実」や「管理コストの低減」により、一層強靭な体質への転換と、経営効率の改善を

図ってまいります。 

また、合併後も引き続き、既存の個々のブランドの維持・強化を図るとともに、お客さまへの

サービス向上と、より魅力ある商品の提供に努めてまいります。 

 



２．合併の要旨及び合併後の状況 

合併の期日は、平成26年4月1日を予定しております。 

合併方式、合併比率、合併後の状況等については、今後確定次第、お知らせいたします。 
 
３．合併当事会社の概要 （平成24年3月31日現在） 

商号 株式会社マルハニチロ水産 株式会社マルハニチロ食品 株式会社マルハニチロ畜産

事業内容 漁業、養殖、水産物の輸出

入・加工・販売 
冷凍食品・レトルト食品・缶

詰・練り製品・化成品・飲料

の製造・加工･販売 

食肉･飼料原料の輸入、食

肉製造･加工･販売 

設立日 昭和18年 3月31日 大正3年 3月12日 平成19年12月27日 

本店所在地 東京都江東区豊洲三丁目

2番20号 
東京都江東区豊洲三丁目

2番20号 
東京都江東区豊洲三丁目

2番20号 

代表者 代表取締役社長 伊藤 滋 代表取締役社長 坂井道郎 代表取締役社長 宮部秀雄

資本金 15,000百万円 12,224百万円 1,000百万円 

発行済み株式総数 300,000,001株 195,172,464株 40,000株 

純資産 25,793百万円 21,009百万円 2,055百万円 

総資産 112,585百万円 77,536百万円 8,466百万円 

決算期 3月31日 3月31日 3月31日 

従業員 410人 2,064人 111人 

大株主及び持株比率 株式会社マルハニチロホー

ルディングス100％ 
株式会社マルハニチロホー

ルディングス100％ 
株式会社マルハニチロホー

ルディングス100％ 
 
商号 株式会社ﾏﾙﾊﾆﾁﾛﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 株式会社アクリフーズ 

事業内容 総務･人事・経理･財務に関

する事務の受託 
冷凍食品の輸入･製造･販

売 

設立日 昭和63年 4月 1日 平成13年10月 9日 

本店所在地 東京都江東区豊洲三丁目

2番20号 
群馬県邑楽郡大泉町吉田

1201番地 

代表者 代表取締役社長 出山秀文 代表取締役社長 田辺 裕 

資本金 30百万円 301百万円 

発行済み株式総数 600株 10,000株 

純資産 310百万円 3,736百万円 

総資産 575百万円 13,721百万円 

決算期 3月31日 3月31日 

従業員 109人 700人 

大株主及び持株比率 株式会社マルハニチロホー

ルディングス100％ 
株式会社マルハニチロ食品

100％ 
 
４．業績に与える影響 

  本合併による、当社の連結業績への影響はありません。                 

以  上 


